
 

事業者の皆様へ 

 

不正抑止策が強化されました 
 

平成29年３月31日に公表した「入札契約制度改革の実施方針」に基づき、

予定価格が事後公表となりました。これに伴い、予定価格や最低制限価格などの

厳格管理情報（＊）について聞き出そうとするなどの行為、いわゆる「さぐり行

為」などの不正行為の抑止策を強化しましたので、お知らせします。 

 
 
 １．「さぐり行為」に対する指名停止及び注意の措置の新設 

   厳格管理情報を聞き出そうとした場合→１回目：注意 

                     ２回目以降：指名停止（１月） 

   厳格管理情報を不正に得た場合   →指名停止（６月） 

 

＊厳格管理情報とは 

最低制限価格、調査基準価格、予定価格（事後公表及び非公表案件に係るもの）、希

望者名、希望者数、指名者名、指名者数、選定理由、非選定理由、仕様書、総合評価に

おける技術審査結果、落札率（予定価格非公表案件に係るもの）など、当該情報がその

時点では公にされていない契約事務に係る情報 

 

 

 ２．「契約に関連する違法行為等社会的信用失つい行為」に対する 

指名停止期間の延長 

   標準月数の改正例（東京都発注の契約に関するもの） 

    談合、競売入札妨害による逮捕、起訴 現行１２月→改正１８月 

    公取委による排除措置命令等     現行 ６月→改正１４月 

 

＜問い合わせ先＞ 

東京都財務局経理部総務課（契約調整担当） 電話０３－５３８８－２６０７ 


